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出典：経済産業省HP※RE100参加 300社 うち日本企業65社（2022年2月現在)
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再エネを求める需要家これに応える動き～石狩市の事例
石狩市HP「石狩市における再エネエリア設定を軸とした地産エネルギー活用マスタープラン策定業務」から
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出典：エネルギー基本計画（経済産業省 令和３年１０月決定）

エネルギー基本計画

○太陽光

自家消費や地産地消を行う分散型エネルギーリソ
ースとして、地域におけるレジリエンスの観点で
も活用が期待され、更なる導入拡大が不可欠。

再生可能エネルギーの主力電源化への取組
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出典：北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画【第Ⅲ期】

北海道省エネ・新エネ促進行動計画【第Ⅲ期】

・積雪寒冷などの地域特性も踏まえながら、事
業者が、自社の敷地や屋根、壁面などを新エ
ネルギー発電事業者に提供し、発電事業者が
発電した電気を施設の自家消費量分として調
達するとともに、発電事業者が周辺設備への
売電を行うといった新たなビジネスについ
て、需要家側へメリットを提示するなどしな
がら普及に取り組み、新エネルギーの導入を
促進します。

本日、PPAモデル、リースモデルについて
ご紹介いたします



6

出典：地域脱炭素ロードマップ【概要】（国・地方脱炭素実現会議令和3年6月9日）

屋根置きなど自家消費型の太陽光発電

建物の屋根等に設置し屋内・電動車で自家消費する太陽光発電を導入する自家消費型の太陽

光発電は、系統制約や土地造成の環境負荷等の課題が小さく、低圧需要では系統電力より安い

ケースも増えつつある。余剰が発生すれば域内外で有効利用することも可能であり、蓄エネ設備と

組み合わせることで災害時や悪天候時の非常用電源を確保することができる。


